(様式１)
平成　　年　　月　　日
国土交通省住宅局長　殿
住宅・建築物の先導的計画技術の開発及び技術基盤の強化に関する事業について、提案書を提出します。

提出者）住所
電話番号
会社名
代表者　役職名　氏名　　　　印
作成者）担当部署
氏名
ＦＡＸ
Ｅ－mail
(様式２）

事業内容調書

	住宅・建築物の先導的計画技術の開発及び技術基盤の強化に関する事業
	平成２３年度


（１）該当する事業内容
○今回提案する事業の内容が、説明書【１．(3)①～⑤】に記載されている事業内容のいずれに該当するか、記載すること。
	番号
	該当する事業内容


（２）事業の全体計画

	事業名
	

	
	

	事業主体
補助事業主体（間接の場合）
直接・間接
	事業実施期間（予定）

	
	平成２３年度


※本表は、事業実施期間に応じて適宜調整すること。

	月

項　目
	

	
	　　　　　


（３）事業費・国費（要望額）

	
	平成23年度

	事業費
	○○○千円

	国費
	○○○千円


（４）本事業に関連するこれまでの取組の状況

	○本事業に関連して、これまでに取り組んできた事業があれば、その概要について（国庫補助の有無も含め）記載すること。




（５）事業概要

	事業の目的・必要性

	○事業の実施により達成しようとする目的を簡潔かつ明確に記述すること。また、何故事業を実施する必要があるのかについて、以下の点を明らかにしつつ、できる限り定量的に簡潔かつ明確に記述すること。

　・目標と現実のギャップ

　・現状を改善するための課題

　・社会・国民ニーズへの適合性

　・国庫補助事業として実施する理由



	事業内容

	○事業の内容・実施方法及び結果として得られる直接的な成果（アウトプット）についてできる限り定量的に簡潔かつ明確に記述すること。また、事業の実施方法の適格性・実現性や事業実施上の工夫等についても具体的に記述すること。



	事業効果

	○事業の実施により得られた成果（アウトプット）の活用方法等も踏まえ、具体的にどのような効果（アウトカム）が得られるかについて、できる限り簡潔かつ明確に記述すること。



	実施体制

	○事業を実施するにあたっての事業主体内での体制、役割分担、他の主体との協力体制など、事業の実施体制を記述すること（図を用いることも可）。




※表に書ききれない場合は、表の大きさや枚数を適宜変更してかまわない。

※記載内容について詳細な説明資料がある場合には添付してかまわない。

（様式３）
補助対象事業者の要件
	①　公平性及び中立性に関する要件について

②　守秘性に関する要件について

③　事業を的確に遂行する技術能力、必要な組織及び人員に関する要件について

④　経理その他の事務について的確な管理体制及び処理能力に関する要件について

⑤　提案事業を適確に遂行するために各事業内容で設定した選定基準の要件について


注１：説明書【１．(5) 1)～5)】に記載されている補助対象事業者の要件について、具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。

注３：⑤については、様式２(1)で記載した事業内容に応じて、記載すること。






